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２
０
１
３
年
９
月
に
足
立
区
（
東
京

都
）、12
月
に
直
方
市
（
福
岡
県
）
で
「
公

契
約
条
例
」
が
成
立
し
ま
し
た
。
こ
れ
に

よ
り
、全
国
に
９
つ
の
自
治
体
（
野
田
市
、

川
崎
市
、
相
模
原
市
、
多
摩
市
、
国
分
寺

市
、
渋
谷
区
、
厚
木
市
、
足
立
区
、
直
方

市
）
で
制
定
さ
れ
た
こ
と
に
な
り
ま
す
。

ま
た
、
条
例
案
が
提
案
さ
れ
た
が
、
成
立

に
至
ら
な
か
っ
た
自
治
体
も
あ
り
ま
す
。

　

本
稿
で
は
、
以
上
の
状
況
を
ふ
ま
え

て
、
１
．「
公
契
約
条
例
」
を
め
ぐ
る
全

国
の
動
向
、
２
．
条
例
を
制
定
し
て
い
る

自
治
体
の
条
例
内
容
の
ポ
イ
ン
ト
、
３
．

改
め
て
「
公
契
約
条
例
」
の
要
点
と
意
義
、

４
．
現
段
階
で
の
課
題
に
つ
い
て
考
え
て

み
た
い
と
思
い
ま
す
。

　
「
公
契
約
条
例
」
を
め
ぐ
る
全
国
の
動

向
に
つ
い
て
は
、
以
下
の
と
お
り
で
す
。

（
表
１
「
公
契
約
条
例
」
全
国
の
動
向
）。

（
１
）
「
公
契
約
条
例
」
を
制
定
し
て
い
る

自
治
体
※
１

　
【
千
葉
県
】野
田
市【
東
京
都
】多
摩
市
、

国
分
寺
市
、
渋
谷
区
、
足
立
区
【
神
奈
川

県
】
川
崎
市
、
相
模
原
市
、
厚
木
市
【
福

岡
県
】
直
方
市

（
２
）
「
公
契
約
基
本
条
例
」
を
制
定
し
て

い
る
自
治
体
※
２

　
【
山
形
県
】
山
形
県
【
秋
田
県
】
秋
田

市
【
群
馬
県
】
前
橋
市
【
東
京
都
】
江
戸

川
区
【
高
知
県
】
高
知
市

（
３
）
「
要
綱･

指
針
等
」
で
「
賃
金
・
労

働
等
」
の
定
め
の
あ
る
自
治
体
※
３

　
【
北
海
道
】
函
館
市
、旭
川
市
【
東
京
都
】

日
野
市
、小
平
市
、新
宿
区
、杉
並
区
【
愛

知
県
】
豊
田
市
【
佐
賀
県
】
佐
賀
市

（
４
）
２
０
１
４
年
４
月
に
「
公
契
約
条

例
」
の
施
行
を
め
ざ
し
て
い
る
自
治
体

　

２
０
１
４
年
４
月
に
条
例
施
行
を
め
ざ

し
て
い
る
自
治
体
は
、
山
形
市
、
三
木
市

で
す
。
山
形
市
は
、
２
０
１
３
年
９
月
市

議
会
に
提
案
を
し
ま
し
た
が
、
現
段
階
で

は
継
続
審
議
と
な
っ
て
い
ま
す
。
三
木
市

は
、
２
０
１
４
年
３
月
市
議
会
に
提
案
す

る
方
向
で
す
。

（
５
）
都
道
府
県
の
動
向

　

都
道
府
県
段
階
の
「
公
契
約
条
例
」
の

動
き
は
、
概
し
て
低
調
で
し
た
が
、
最
近

新
た
な
動
き
が
始
ま
っ
て
い
ま
す
。

　

長
野
県
は
、
２
０
１
３
年
10
月
21
日
か

ら
11
月
19
日
ま
で
「
長
野
県
の
契
約
に
関

す
る
条
例
（
仮
称
）
要
綱
案
」
に
つ
い
て

パ
ブ
リ
ッ
ク
コ
メ
ン
ト
が
実
施
さ
れ
ま
し

た
。
こ
れ
は
、
い
わ
ゆ
る
基
本
条
例
で
あ

り
、
総
合
評
価
に
労
働
に
関
す
る
項
目
が

新
設
さ
れ
る
方
向
で
す
。

　

愛
知
県
は
、
２
０
１
３
年
６
月
に
外
部

委
員
を
入
れ
た
「
公
契
約
の
あ
り
方
検
討

会
議
」
が
設
置
さ
れ
ま
し
た
し
、
神
奈
川

県
は
、
２
０
１
３
年
７
月
に
「
公
契
約
に

関
す
る
協
議
会
」
が
設
置
さ
れ
て
い
ま

す
。

　

愛
知
県
と
神
奈
川
県
と
も
に
年
度
内
に

報
告
が
出
さ
れ
る
予
定
で
す
。
今
後
の
議

論
に
注
目
し
た
い
と
思
い
ま
す
。

（
６
）
条
例
案
が
議
会
に
提
案
さ
れ
た
が
、

成
立
し
な
か
っ
た
自
治
体

　

こ
の
間
、
公
契
約
条
例
が
提
案
さ
れ
た

が
、
残
念
な
が
ら
成
立
し
な
か
っ
た
自
治

体
も
あ
り
ま
す
。

　

尼
崎
市
は
、
２
０
０
８
年
の
12
月
に
市

議
会
有
志
に
よ
り
市
議
会
に
提
案
さ
れ
ま

し
た
が
、
２
０
１
０
年
５
月
に
否
決
さ
れ

ま
し
た
。

　

川
越
市
は
、
２
０
１
２
年
９
月
に
市
議

会
全
会
派
の
賛
成
で
市
議
会
に
提
案
さ

れ
、
採
決
さ
れ
な
い
ま
ま
継
続
と
な
っ
て

い
ま
し
た
が
、
２
０
１
３
年
６
月
に
市
当

局
提
案
の
「
公
共
調
達
審
議
会
条
例
」
が

可
決
さ
れ
、
市
議
会
提
案
の
公
契
約
条
例

案
は
撤
回
さ
れ
ま
し
た
。

　

札
幌
市
は
、
２
０
１
２
年
２
月
に
市
長

が
市
議
会
に
提
案
し
ま
し
た
が
、
継
続
と

な
っ
て
い
ま
し
た
。
そ
の
後
、
２
０
１
３

年
10
月
に
修
正
案
を
提
案
し
ま
し
た
が
、

10
月
31
日
に
否
決
さ
れ
ま
し
た
。
そ
の
直

後
に
一
部
議
員
が
市
当
局
と
ほ
ぼ
同
じ
原

案
を
修
正
案
と
し
て
提
案
し
ま
し
た
が
、

こ
れ
も
11
月
１
日
に
僅
差
（
１
票
差
）
で

否
決
さ
れ
ま
し
た
。

　

制
定
さ
れ
て
い
る
９
つ
の
自
治
体
の

「
公
契
約
条
例
」の
要
点
に
つ
い
て
は
、「
表

２
『
公
契
約
条
例
』
重
点
比
較
」
を
参
照

し
て
下
さ
い
。
そ
れ
ぞ
れ
、条
例
の
適
用
、

報
酬
下
限
額
な
ど
に
違
い
が
あ
り
ま
す
。

広がりみせる
　公契約条例制定の動き
― 新たに足立区・直方市で成立、全国９自治体に ―

公益社団法人　神奈川県地方自治研究センター
主任研究員　勝島　行正

は
じ
め
に

１
．公
契
約
条
例
を
め
ぐ
る
全
国
動
向

２
．公
契
約
条
例
の
要
点
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本
稿
で
は
、
２
０
１
３
年
に
条
例
が
成

立
し
た
足
立
区
と
直
方
市
の
条
例
制
定
の

背
景
等
に
つ
い
て
以
下
の
と
お
り
簡
単
に

ま
と
め
ま
し
た
。
※
４

（
１
）
足
立
区

　

足
立
区
（
近
藤
や
よ
い
区
長
・
２
期
）

は
、
東
京
都
23
区
で
は
渋
谷
区
に
続
く
２

例
目
で
す
。
人
口
６
８
３
，
２
４
６
人

（
２
０
１
０
年
国
調
）。
２
０
１
３
年
度
の

一
般
会
計
予
算
総
額
は
、
２
，
５
８
６
億

円
で
、
財
政
状
況
は
、
財
政
力
指
数
が

０
．
３
４
で
経
常
収
支
比
率
は
８
７
．
０

（
２
０
１
１
年
・
決
算
カ
ー
ド
）
と
な
っ

て
い
ま
す
。

　

足
立
区
は
、
行
政
改
革
の
「
先
進
自
治

体
」
で
す
。
こ
の
間
、
足
立
区
は
主
に
現

業
職
場
の
民
間
委
託
等
を
進
め
て
き
ま
し

た
。
※
５　

ま
た
、「
定
型
業
務
」
の
「
外

部
化
」
の
検
討
を
行
っ
て
き
ま
し
た
が
、

２
０
１
４
年
１
月
か
ら
、「
戸
籍
・
区
民

事
務
所
窓
口
」
を
「
民
間
化
」
す
る
こ
と

に
な
っ
て
い
ま
す
。

　

今
回
導
入
さ
れ
た
公
契
約
条
例
に
つ
い

て
、
足
立
区
総
務
部
長
は
「
コ
ス
ト
削
減

を
追
求
す
る
あ
ま
り
、
従
事
者
に
係
る
処

遇
が
悪
化
し
て
は
い
け
な
い
」「
業
務
委

託
に
連
動
し
た
賃
金
水
準
の
確
保
に
係
る

現
実
的
な
ス
キ
ー
ム
と
し
て
、
公
契
約
条

例
の
導
入
が
期
待
さ
れ
る
」「
足
立
区
で

は
２
０
１
３
年
９
月
に
公
契
約
条
例
を
制

定
」
し
た
と
し
て
い
ま
す
。
※
６

（
２
）
直
方
市

　

直
方
市
（
向
野
敏
昭
市
長
・
３
期
）
は
、

福
岡
県
の
北
部
に
位
置
し
、
人
口
５
７
，

６
８
６
人
（
２
０
１
０
年
国
調
）
の
大
都

市
近
郊
都
市
で
す
。
人
口
は
１
９
８
５
年

に
約
６
万
５
，
０
０
０
人
で
し
た
が
、
減

少
し
続
け
て
い
ま
す
。
２
０
１
３
年
度

の
一
般
会
計
予
算
額
は
、
２
２
７
億
６
，

６
０
０
万
円
で
、
財
政
指
標
は
、
財
政
力

指
数
が
０
．
５
３
、
経
常
収
支
比
率
が

９
７
．
２
と
な
っ
て
い
ま
す
（
２
０
１
１

年
・
決
算
カ
ー
ド
）。

　

直
方
市
は
、
現
市
長
の
下
で
２
０
０
５

年
度
か
ら
「
行
財
政
改
革
」
に
取
り
組

み
、
２
０
１
０
年
度
に
実
質
収
支
の
黒
字

化
に
成
功
し
ま
し
た
。
こ
の
改
革
に
は
、

直
方
市
職
員
組
合
も
市
民
生
活
を
守
る

立
場
か
ら
、
自
ら
協
力
し
て
き
ま
し
た
。

２
０
０
４
年
度
に
５
６
２
人
の
職
員
数
が

２
０
１
２
年
度
に
は
４
６
４
人
と
な
り
※

７

、
人
件
費
総
額
も
、
２
０
０
４
年
度
に

38
億
６
９
０
０
万
円
が
２
０
１
２
年
度
に

は
28
億
３
９
０
０
万
円
ま
で
減
少
し
て
い

ま
す
。
※
８

　

ま
た
、
職
員
組
合
は
、「
民
間
委
託
し

て
も
市
と
し
て
の
サ
ー
ビ
ス
の
低
下
を
招

か
な
い
よ
う
に
」
と
の
立
場
か
ら
独
自
に

公
契
約
条
例
の
研
究
を
行
い
、
市
長
に
制

定
を
働
き
か
け
、
２
０
１
１
年
１
月
に
合

意
に
至
り
ま
し
た
。
し
か
し
、
そ
の
後
も

具
体
的
な
進
展
が
見
ら
れ
な
か
っ
た
た
め

に
、
２
０
１
２
年
に
一
般
廃
棄
物
収
集
事

業
の
全
面
委
託
を
機
に
、
公
契
約
条
例
の

実
現
に
向
け
て
取
り
組
み
を
強
め
た
結

果
、
２
０
１
３
年
度
に
公
契
約
条
例
制
定

に
向
け
た
市
当
局
の
取
り
組
み
が
具
体
化

し
、「
直
方
市
公
契
約
条
例
策
定
審
議
会

表 1　「公契約条例」全国の動向
都道府県名 自治体名 種　別 経　過 備　考

北海道

札幌市 公契約条例

2012 年 2 月「公契約条例案」市議会提案。以後、継続審議。2013
年 10 月 3 日市議会に修正案提案。2013 年 10 月 31 日に市当局の修
正提案は否決。同日、一部議員が当局原案とほぼ同じ修正案が提
案されたが、11 月 1 日に否決（賛成 33 －反対 34）。

函館市

要綱等 函館市発注工事に係る元請・下請適正化指導要綱
2001 年 4 月 1 日 施 行。
2011 年 4 月 1 日改正施行

具体的な施
策

「二省単価」に留意し、適正な賃金の支払に配慮するよう通知

旭川市

要綱等 旭川市の公契約に関する方針達成の推進措置 2008 年 8 月 21 日施行

具体的な施
策

相談窓口の設置

秋田県 秋田市 基本条例 2013 年 3 月「公契約基本条例」成立。 2014 年 4 月 1 日施行

山形県

山形県 基本条例 2008 年 7 月「公共調達基本条例」成立。 2009 年 4 月 1 日施行

山形市 公契約条例
2013 年 6 月 17 日から 7 月 16 日まで「公契約条例骨子案」につい
てパブコメ実施。9 月市議会に提案したが、継続審査に 12 月市議
会でも同様。

2014 年 4 月施行めざし
ている。

群馬県 前橋市 基本条例 2013 年 3 月「公契約基本条例」成立。 2013 年 10 月 1 日施行

埼玉県

川越市 検討中

2012 年 9 月に議員による「公契約条例（案）」が提案された。建設
業界の反対等もあり、継続審議となっていたが、2013 年 6 月 27 日「川
越市公共調達審議会条例」が成立。議会が提案した「公契約条例案」
は、撤回された。2013 年 11 月 18 日に第 1 回「川越市公共調達審議会」
が開催された。

越谷市 検討中 庁内に「公契約制度調査検討部会」設置。

草加市 検討中
市長のマニフェストで公契約条例制定明記。2013 年 4 月 30 日、庁
内に「草加市公契約条例検討会」設置。

千葉県 野田市 公契約条例 2009 年 9 月条例成立。 2010 年 4 月 1 日施行

東京都
１

日野市
要綱等 日野市総合評価ガイドライン

2008 年 9 月 1 日施行
評価項目 「二省単価」の 80% 以上の労務単価が確認できる

小平市
要綱等 小平市総合評価ガイドライン

2011 年 4 月 1 日施行
評価項目 「二省単価」以上の労務単価が確認できる。

多摩市 公契約条例 2011 年 12 月条例成立。 2012 年 4 月 1 日施行

国分寺市 公契約条例 2012 年 6 月「公共調達条例」成立。 2012 年 12 月 1 日施行

小金井市 検討中
2010 年 5 月「第 3 次行財政改革大綱」に「公契約条例」2012 年度
実施明記。具体的な動きは無い。

2012 年 12 月に「市内事
業者アンケート」実施。
2013 年 3 月公表。

新宿区

要綱等 新宿区が発注する契約に係る労働環境の確認に関する要綱

1. 対象
ａ　2000 万円以上の工事
ｂ　2000 万円以上の委託

2. 確認 チェックシートによる確認

3. 賃金
ａ　工事　「二省単価」の 80% 以上
ｂ　委託　900 円

東京都
２

杉並区 要綱等 杉並区公契約等における適正な労働環境の整備に関する要綱 2012 年 3 月 28 日施行

渋谷区 公契約条例 2012 年 6 月「公契約条例」成立。 2013 年 1 月 1 日施行

足立区 公契約条例 2013 年 9 月 27 日「公契約条例」成立。 2014 年 4 月 1 日施行

江戸川区 基本条例 2010 年 3 月 23 日「公共調達基本条例」成立。 2010 年 4 月 1 日施行

世田谷区 検討中 2011 年 9 月外部委員による「公契約検討会」設置。
2013 年 2 月「中間報告」。
年度内条例化の方向

神奈川
県

神奈川県 検討中 2013 年 7 月 16 日外部委員による「公契約に関する協議会」設置。
2013 年度中に報告書作
成予定。公契約条例の
制定も含め幅広く検討

川崎市 公契約条例 2010 年 12 月「公契約条例」成立。 2011 年 4 月 1 日施行

相模原市 公契約条例 2011 年 12 月「公契約条例」成立。 2012 年 4 月 1 日施行

厚木市 公契約条例 2012 年 12 月「公契約条例」成立。 2013 年 4 月 1 日施行

茅ヶ崎市 検討中
2013 年 4 月湘南地域連合の政策制度要望に対する回答で「検討会
設置」と回答。

長野県 長野県 検討中
2013 年 6 月に当局より「契約に関する条例の考え方」が議会に示
される。2013 年 10 月 21 日「長野県の契約に関する条例（仮称）
要綱案について」のパブコメはじまる（11 月 19 日まで）。

石川県 小松市 検討中
2013 年 3 月市長選挙で当選した和田慎司氏と「連合石川かが地協」
とで政策協定（「公契約条例の制定をめざす」）。

愛知県

愛知県 検討中 2013 年 6 月 14 日「公契約のあり方検討会議」設置。
2014 年３月最終まとめ
の予定

豊田市

要綱等 豊田市公契約基本方針（総合評価） 2011 年 2 月 10 日施行

評 価 項 目
（ 工 事・ 委
託）

「労働者への法令を上回る賃金等の支払いに関する提案及び検証方
法の提案」、「労働者への法令を上回る労働条件に関する提案及び
検証方法の提案」などの評価項目

豊橋市 検討中
2013 年 4 月 22 日外部委員による「公契約のあり方に関する懇談会」
設置。

三重県 四日市市 検討中 2013 年 3 月 6 日外部委員による「公契約制度検討委員会」設置。

兵庫県

尼崎市
2008 年 12 月市議有志による「公契約条例」市議会提案。2009 年 5
月委員会否決。2012 年 12 月 1 日「尼崎市公契約条例の制定をめざ
す会」発足。

加西市 検討中
2012 年西村和平市長が当選。マニフェストに「入札改革・公契約
条例検討委員会設置」明記。2012 年 5 月「加西市を豊かにする公
契約条例づくり連絡会議」結成。署名運動を展開。

「2015 年 6 月 ま で の 任
期中に条例制定したい。

（加西市長）」（神戸新聞
2013 年 1 月 30 日）

三木市 検討中 2013 年 5 月 31 日外部委員による「公契約条例検討委員会」を設置。
2014 年 1 月にパブリッ
クコメント。3 月市議会
に条例案を提案予定。

高知県 高知市

基本条例 2011 年 12 月「公共調達基本条例」成立。 2012 年 4 月 1 日施行

総合評価
追加：男女共同参画に関する表彰、労働安全管理に関する認証、
法定外労働災害補償制度への加入

香川県 丸亀市 検討中
2013 年 6 月 13 日、市議会で「公契約条例について検討」と答弁（四
国新聞）。

福岡県

北九州市 検討中 2012 年 8 月庁内に「公契約条例に関する研究会」設置。

直方市 公契約条例
2013 年 6 月 11 日に外部委員による「公契約条例策定審議会」設置、
５回開催。9 月 17 日から 10 月 16 日パブコメ。12 月市議会に条例
案提案。12 月 12 日の市議会で全会一致で条例成立。

2014 年 4 月 1 日施行

佐賀県 佐賀市

要綱等
佐賀市長が発注する工事請負契約に係る労働環境の確認に関する
要綱 2013 年 6 月 3 日施行（業

務委託に関しても検討
中）

1. 対象 5000 万円以上の工事　　

2. 確認 労働環境チェックシートによる確認

3. 賃金 　「二省単価」の 80％以上　

本表は、神奈川県地方自治研究センター勝島氏が、自治体のホームページや議会等で公開された資料等を基にしてまとめた
ものである。「公契約条例」とは、名称にかかわらず条例に賃金（報酬）下限額の定めがあるもの、「基本条例」とは、名称
にかかわらず公契約の理念等の定めがあるもの、「要綱等」とは、要綱、指針、総合評価等に賃金（報酬）・労働条件等につ
いて何らかの定めがあるもの、をいう。



2014年２月28日 第260号月刊「地方自治みえ」( 3 )

（
以
下
「
策
定
審
議
会
」）」
が
設
置
さ
れ
、

５
回
の
審
議
を
行
い
、「
直
方
市
公
契
約

条
例
案
」
を
と
り
ま
と
め
ま
し
た
。
策
定

審
議
会
の
議
論
で
は
、
事
務
局
原
案
に
対

し
て
、
労
働
者
委
員
だ
け
で
な
く
事
業
者

委
員
か
ら
も
「
条
例
対
象
の
拡
大
」、「
報

酬
下
限
額
の
引
き
上
げ
」
が
求
め
ら
れ
る

な
ど
、
終
始
前
向
き
な
対
応
で
し
た
。
そ

の
後
、
12
月
市
議
会
に
提
案
さ
れ
12
月
12

日
の
市
議
会
で
全
員
一
致
賛
成
と
な
り
ま

し
た
。

　

直
方
市
の
条
例
制
定
の
意
義
は
、
こ
れ

ま
で
「
公
契
約
条
例
」
が
人
口
も
財
政
規

模
も
「
大
き
な
自
治
体
」
に
集
中
し
て
い

ま
し
た
が
、
直
方
市
は
、
人
口
規
模
、
財

政
規
模
も
い
わ
ば
「
普
通
の
自
治
体
」
で

す
。
そ
う
し
た
自
治
体
で
実
現
で
き
た
こ

と
、
し
か
も
、
首
都
圏
を
大
き
く
飛
び
越

え
て
、
九
州
に
広
が
っ
た
こ
と
に
よ
っ

て
、
全
国
の
ど
こ
の
自
治
体
で
も
実
現
の

可
能
性
が
あ
る
こ
と
を
証
明
し
ま
し
た
。

　

公
契
約
条
例
の
要
点
と
意
義
に
つ
い

て
、
考
え
て
み
た
い
と
思
い
ま
す
。

（
１
）
公
契
約
条
例
は
、
自
治
体
独
自
の

条
例

　

公
契
約
条
例
は
、
自
治
体
独
自
の
条
例

で
、
そ
れ
ぞ
れ
の
自
治
体
ご
と
に
、
自
治

体
の
諸
条
件
を
勘
案
し
て
つ
く
ら
れ
て
い

ま
す
。
例
え
ば
、
賃
金
（
報
酬
）
下
限
額

に
つ
い
て
も
自
治
体
ご
と
に
違
い
ま
す
。

ま
た
、
条
例
の
作
り
方
も
自
治
体
に
よ
っ

て
さ
ま
ざ
ま
で
す
。
自
治
体
ご
と
に
お
か

れ
て
い
る
条
件
に
応
じ
て
創
意
工
夫
す
る

余
地
が
あ
る
と
い
え
ま
す
。

（
２
）
契
約
自
由
の
原
則
に
基
づ
い
て
い
る

　

公
契
約
条
例
は
、
あ
く
ま
で
も
民
法
上

の
契
約
自
由
の
原
則
に
基
づ
い
て
い
ま

す
。
自
治
体
が
発
注
す
る
建
設
工
事
や
業

務
委
託
業
務
等
に
係
る
仕
事
に
従
事
す
る

労
働
者
等
の
賃
金
（
報
酬
）
の
下
限
額
等

を
条
例
で
定
め
、
入
札
に
応
じ
た
事
業
者

と
の
間
で
交
わ
す
契
約
に
依
っ
て
い
ま

す
。
事
業
者
は
、
こ
の
入
札
に
参
加
す
る

も
し
な
い
も
自
由
で
す
。
こ
の
条
例
の
重

要
な
ポ
イ
ン
ト
で
す
。

（
３
）
公
契
約
条
例
の
意
義

［
１
］
公
正
競
争
の
実
現

－

ダ
ン
ピ
ン
グ

の
防
止

　

自
治
体
の
入
札
を
め
ぐ
る
重
要
な
課
題

の
一
つ
が
、い
わ
ゆ
る
「
ダ
ン
ピ
ン
グ
（
市

場
価
格
よ
り
不
当
に
低
い
価
格
で
受
注
す

る
こ
と
）」
対
策
で
し
た
。
国
交
省
は
、

２
０
１
３
年
３
月
29
日
に
、
２
０
１
３
年

度
の
設
計
労
務
単
価
の
発
表
に
際
し
て
関

係
業
界
や
自
治
体
に
対
し
て
「
技
能
労
働

者
へ
の
適
切
な
賃
金
水
準
の
確
保
に
係
る

要
請
に
つ
い
て
（
以
下
「
国
交
省
要
請

書
」）」
を
出
し
ま
し
た
。
い
わ
く
「
ダ
ン

ピ
ン
グ
受
注
の
激
化
が
、
賃
金
の
低
下
や

保
険
未
加
入
を
招
き
、
こ
れ
が
原
因
と

な
っ
て
、
近
年
、
若
年
入
職
者
の
減
少
が

続
い
て
い
ま
す
。
そ
の
結
果
、
技
能
労
働

者
の
需
給
の
ひ
っ
迫
が
顕
在
化
し
つ
つ
あ

り
、
入
札
不
調
が
発
生
し
て
い
る
」
と
し

て
い
ま
す
。

　

こ
の
ダ
ン
ピ
ン
グ
を
防
止
し
、
公
正
競

争
を
実
現
さ
せ
る
に
は
、
労
働
者
の
賃
金

に
つ
い
て
下
限
額
を
定
め
る
公
契
約
条
例

が
必
要
で
す
。

［
２
］
官
製
ワ
ー
キ
ン
グ
プ
ア
を
な
く
す

　

２
０
０
９
年
の
「
大
阪
市
営
地
下
鉄
の

清
掃
委
託
労
働
者
が
生
活
保
護
受
給
」
と

の
報
道
は
、
官
製
ワ
ー
キ
ン
グ
プ
ア
を
象

徴
す
る
事
態
と
し
て
関
係
者
に
大
き
な
衝

撃
を
与
え
ま
し
た
。
業
務
委
託
に
限
ら

ず
、
自
治
体
が
発
注
す
る
仕
事
に
従
事
す

る
労
働
者
の
賃
金
で
は
、国
が
定
め
る「
最

低
生
活
」
が
保
障
さ
れ
な
い
劣
悪
な
も
の

で
あ
る
こ
と
を
明
ら
か
に
し
ま
し
た
。
自

治
体
が
、
ワ
ー
キ
ン
グ
プ
ア
を
つ
く
っ
て

は
な
ら
な
い
こ
と
は
、
い
う
ま
で
も
あ
り

ま
せ
ん
。

　

国
も
自
治
体
も
Ｉ
Ｌ
Ｏ
や
国
連
が
提
唱

す
る
「
デ
ィ
ー
セ
ン
ト
・
ワ
ー
ク
（
働
き

が
い
の
あ
る
人
間
ら
し
い
仕
事
）」
を
実

現
す
る
こ
と
が
求
め
ら
れ
て
い
ま
す
。

［
３
］
公
共
サ
ー
ビ
ス
の
質
を
守
る

　

２
０
０
９
年
に
成
立
し
た
「
公
共
サ
ー

ビ
ス
基
本
法
」
で
は
、
公
共
サ
ー
ビ
ス
が

①
「
国
民
生
活
の
基
盤
で
あ
る
こ
と
（
第

１
条
）」、
②
「
国
民
の
権
利
で
あ
る
こ

と
（
第
３
条
）」、
③
「
国
や
自
治
体
の
責

務
で
あ
る
こ
と
（
第
４
条
、
５
条
）」
と

し
て
い
ま
す
。
そ
し
て
国
や
自
治
体
は
④

「
安
全
か
つ
良
質
な
公
共
サ
ー
ビ
ス
が
適

正
か
つ
確
実
に
実
施
さ
れ
る
よ
う
に
す
る

た
め
、
公
共
サ
ー
ビ
ス
の
実
施
に
従
事
す

３．指定管理者

自治体名 指定管理者

野田市
「指定管理施設で直接業務に従事しているすべての労働者」
（条例第 4 条）

川崎市
「指定管理者と公の施設の管理に関する協定労働者であって
特定業務委託契約に係る作業に従事する者」（条例第 7 条第 1
項第 2 号）

相模原市
「公の施設で作業に従事する者で指定管理者に雇用される者」
（条例第 11 条）

多摩市
「指定管理協定のうち市長等が必要であると認めたもの」（条
例第 5 条第 3 号）

渋谷区 なし

国分寺市
「指定管理者により行われる公の施設の管理」（条例第 2 条第
2 号）

厚木市 「公の施設の管理に関する協定」（条例第 2 条）

足立区
「公の施設の管理に関する協定で規則に定めるもの」（条例第
17 条）

直方市
「予定価格が 1000 万円以上の指定管理協定のうち、市長又は
直方市教育委員回が必要と認めるもの」（条例第 5 条第 3 号）

４．継続雇用

自治体名 継続雇用

野田市 受注者等は、適用労働者の雇用の安定並びに公契約に係る業
務の質及び継続性の確保を図るため、公契約の締結前に当該
公契約に係る業務に従事していた適用労働者を雇用し、及び
前項の措置に係る適用労働者を継続して雇用するよう努めな
ければならない。」（条例第 16 条第 3 項）

多摩市 「受注者は、継続性のある業務に関する公契約等を締結する
場合は、当該業務に従事する労働者の雇用の安定並びに当該
業務の質の維持及び継続性の確保に配慮し、当該公契約等の
締結前から当該業務に従事していた労働者のうち希望する者
を、特段の事情がない限り雇用するように努めること。」（条
例第 8 条別表３）

直方市 「受注者は、継続性のある業務に関する公契約等を締結する場
合は、当該業務に従事する労働者等の雇用の安定並びに当該
業務の質の維持及び継続性の確保に配慮し、当該公契約等の
締結前から当該業務に従事していた労働者のうち希望する者
を特段の事情がない限り雇用するように努めること。」（条例
第 8 条第 3 号）

５．審議会

自治体名 審議会

野田市 なし

川崎市 作業報酬審議会

相模原市 労働報酬審議会

多摩市 公契約審議会

渋谷区 労働報酬審議会

国分寺市 公共調達委員会

厚木市 労働報酬審議会

足立区 労働報酬審議会

直方市 公契約審議会

作成：公益社団法人神奈川県地方自治研究センター勝島作成。野田市、
川崎市、相模原市、多摩市、渋谷区、国分寺市、厚木市は各「条例の手
引等」、足立区は「条例」、直方市は「条例等」参照した。

表 2　「公契約条例」要点比較
1．条例の適用

自治体名
条例の適用

建設工事 委託業務

野田市 5000 万円以上 予定価格 1000 万円以上

川崎市 6 億円以上 予定価格 1000 万円以上

相模原市 3 億円以上 予定価格 1000 万円以上

多摩市 5000 万円以上 予定価格 1000 万円以上

渋谷区 1 億円以上 なし

国分寺市 9000 万円以上 予定価格 1000 万円以上

厚木市 1 億円以上 予定価格 1000 万円以上

足立区
1 億 8000 万円以
上

予定価格 9000 万円以上

直方市 1 億円以上 予定価格 1000 万円以上

２．報酬下限額

自治体名
報酬下限額

建設工事 委託業務

野田市
公共工事設計労務
単価 85％ （※１）

職種毎に設定（※ 2）

川崎市 同　90％ 生活保護基準 2013 年 907 円

相模原市 同　90％ 生活保護基準 2013 年 885 円

多摩市 同　90％ 生活保護基準 2013 年 903 円

渋谷区 同　90％ 委託業務は条例対象外

国分寺市 同　90％

製造業／設備の保守点検（953 円）、サー
ビス業／施設・設備の管理（運転等）、施
設の管理（受付等電話交換・自転車駐車場
管理含む）、施設の清掃、ごみ収集・運搬

（903 円）

厚木市 同　90％ 生活保護基準 2013 年 882 円

足立区 同　90％
建築保全業務労務単価、生活保護基準、区
の臨時職員賃金単価

直方市 同　80％ 直方市臨時職員日当相当

※１：公共工事設計労務単価：国交省・農林水産省の事業のうち毎年 10
月に施工中の 1000 万円以上の工事を対象に 51 職種（2007 年以前は 50 職
種）、約 12 万人（2009 年）について調査している。調査結果は、県別・
職種別に集計している。この単価は「公共工事の工事費の積算に用いる
ためのものであり、下請契約等における労務単価や雇用契約における労
働者への支払い賃金を拘束するものではない」とされている。
※２：「野田市技能職賃金、建築保全業務労務単価その他の公的機関が定
める基準等、市が既に契約した労働者の賃金等を勘案」（条例第 6 条第 1
項第 2 号・2013 年「手引」を参照のこと）

３
．公
契
約
条
例
の
要
点
と
意
義
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る
者
の
適
正
な
労
働
条
件
の
確
保
そ
の
他

労
働
環
境
の
整
備
に
関
し
必
要
な
施
策
を

講
ず
る
よ
う
努
め
る
（
第
11
条
）」
こ
と

と
し
て
い
ま
す
。
公
契
約
条
例
は
、
こ
の

公
共
サ
ー
ビ
ス
基
本
法
を
ふ
ま
え
た
も
の

で
す
。

［
４
］
事
業
者
に
も
よ
い
条
例

　

既
に
見
た
よ
う
に
近
年
、
公
共
事
業
を

め
ぐ
っ
て
は
、
賃
金
の
低
下
→
若
手
建
設

技
能
者
の
減
少
→
建
設
技
能
の
衰
退
の
恐

れ
→
業
界
の
存
亡
の
危
機
と
な
っ
て
い
ま

す
。
し
か
し
、
現
段
階
で
は
、
有
効
な
手

を
打
て
て
い
ま
せ
ん
。
公
契
約
条
例
に

よ
っ
て
、
賃
金
低
下
の
歯
止
め
を
か
け
、

建
設
技
能
労
働
者
が
定
着
し
、
技
能
・
技

術
を
維
持
・
向
上
し
て
い
く
こ
と
と
な
り

ま
す
。
こ
の
こ
と
は
業
界
に
と
っ
て
も
大

き
な
メ
リ
ッ
ト
で
す
。

［
５
］
市
民
に
も
行
政
に
も
よ
い
条
例

　

自
治
体
に
は
、
市
民
の
命
と
暮
ら
し
を

守
り
、
人
間
ら
し
い
生
活
を
保
障
す
る
責

務
が
あ
り
ま
す
。
ま
た
、
公
共
サ
ー
ビ
ス

は
安
全
で
安
心
な
も
の
で
な
く
て
は
な
り

ま
せ
ん
。
公
共
サ
ー
ビ
ス
が「
安
か
ろ
う
、

悪
か
ろ
う
」
で
あ
っ
て
は
な
り
ま
せ
ん
。

責
任
あ
る
公
共
サ
ー
ビ
ス
の
提
供
体
制
を

自
治
体
が
つ
く
る
こ
と
は
、
市
民
生
活
の

安
心･

安
全
を
つ
く
り
だ
す
こ
と
に
な
り

ま
す
。

（
１
）
根
強
い
「
違
法
論
」
、
「
コ
ス
ト
論
」

の
克
服

　

業
界
、
自
治
体
当
局
な
ど
の
中
に
は
、

い
ま
だ
に「
公
契
約
条
例
」に
つ
い
て「
違

法
論
」
が
根
強
く
あ
り
ま
す
。「
公
契
約

条
例
」
の
動
き
が
広
ま
る
に
つ
れ
て
、
強

ま
っ
て
い
ま
す
。
こ
れ
ら
の
多
く
は
、「
誤

解
」
に
基
づ
く
も
の
だ
と
思
わ
れ
ま
す

が
、「
公
契
約
条
例
を
つ
く
ら
な
い
」
た

め
に
使
わ
れ
て
い
る
と
い
っ
て
過
言
で
は

あ
り
ま
せ
ん
。
改
め
て「
違
法
」論
の「
誤

解
」
を
解
消
し
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。
※
９

　

さ
ら
に
「
コ
ス
ト
論
」
も
あ
り
ま
す
。

こ
の
点
で
は
、
野
田
市
に
よ
れ
ば
、
公
契

約
条
例
の
導
入
に
よ
っ
て
野
田
市
総
予
算

の
２
％
程
度
（
２
０
１
０
年
度
）
の
増
で

あ
る
こ
と
、
ま
た
、
川
崎
市
の
担
当
課
は
、

「
運
用
に
あ
た
っ
て
の
工
夫
で
、
コ
ス
ト

負
担
は
な
い
」
と
し
て
い
ま
す
。
コ
ス
ト

論
の
基
本
は
、
自
治
体
の
財
政
執
行
の
効

率
化
は
大
前
提
で
す
が
、
同
時
に
「
安
か

ろ
う
悪
か
ろ
う
」
を
排
除
し
な
け
れ
ば
な

り
ま
せ
ん
。「
コ
ス
ト
論
」
が
条
例
を
制

定
し
な
い
た
め
の
「
口
実
」
で
あ
っ
て
は

な
り
ま
せ
ん
。

（
２
）
建
設
業
界
「
存
亡
の
危
機
」
論

　

建
設
業
界
は
、
現
在
、「
存
亡
の
危
機
」

に
あ
る
と
思
い
ま
す
。
こ
れ
に
対
し
て
国

交
省
も
建
設
業
界
も
対
策
を
は
じ
め
て
い

ま
す
。
２
０
１
３
年
７
月
18
日
に
は
、
大

手
ゼ
ネ
コ
ン
で
つ
く
る
「
日
本
建
設
業
連

合
会
」
が
「
労
務
賃
金
改
善
等
推
進
要
綱
」

を
発
表
し
ま
し
た
。
こ
れ
に
よ
れ
ば
国
交

省
の
動
き
と
呼
応
し
て
「
労
務
単
価
引
き

上
げ
が
賃
金
水
準
の
向
上
に
確
実
に
つ
な

が
る
よ
う
、
そ
の
た
め
の
措
置
を
実
施
す

る
と
と
も
に
、
技
能
労
働
者
の
確
保
、
育

成
に
向
け
た
総
合
的
な
取
り
組
み
を
推
進

す
る
」
と
し
て
い
ま
す
。

　

こ
う
し
た
建
設
業
界
の
危
機
に
つ
い
て

は
、
関
係
者
あ
げ
て
取
り
組
ま
な
け
れ
ば

な
ら
な
い
文
字
通
り
喫
緊
の
課
題
で
あ

り
、「
ラ
ス
ト
チ
ャ
ン
ス
」
だ
と
思
い
ま

す
。
そ
の
た
め
に
も
「
公
契
約
条
例
」
あ

る
い
は
「
公
契
約
法
」
が
必
要
で
あ
り
、

最
も
効
果
的
だ
と
思
い
ま
す
。
な
ぜ
な

ら
、「
ダ
ン
ピ
ン
グ
」
と
は
、
賃
金
を
不

当
に
引
き
下
げ
る
こ
と
に
よ
っ
て
な
り

た
っ
て
い
ま
す
。
公
契
約
条
例
に
よ
っ
て

こ
れ
を
防
止
し
、
重
層
構
造
の
下
で
「
下

請
・
孫
請
」
で
働
く
労
働
者
の
賃
金
の
下

限
額
を
守
ら
せ
、
建
設
技
能
者
の
生
活
を

維
持
す
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

（
３
）
自
治
体
の
「
ま
ち
づ
く
り
」
に
欠

か
せ
な
い

　

建
設
事
業
者
あ
る
い
は
建
設
技
能
者

は
、
そ
れ
ぞ
れ
の
自
治
体
の
「
ま
ち
づ
く

り
」「
災
害
対
策
」
な
ど
の
政
策
実
現
に

欠
か
す
こ
と
が
で
き
ま
せ
ん
。
ま
た
、「
行

政
改
革
」
の
主
要
な
施
策
は
業
務
の
民
間

委
託
で
あ
り
、
そ
の
範
囲
は
年
々
拡
大
し

て
い
ま
す
。
今
や
、
民
間
委
託
労
働
者
の

存
在
無
く
し
て
自
治
体
業
務
は
進
ま
な
い

状
況
に
あ
り
ま
す
。
公
共
サ
ー
ビ
ス
基
本

法
が
い
う
「
公
共
サ
ー
ビ
ス
は
国
民
生
活

の
基
盤
」
で
あ
る
た
め
に
は
、
そ
こ
で
働

く
労
働
者
が
、
人
間
ら
し
い
労
働
条
件
と

労
働
環
境
の
下
で
働
く
こ
と
な
く
し
て
、

公
共
サ
ー
ビ
ス
が
安
心
し
て
、
持
続
的
に

提
供
さ
れ
る
こ
と
は
あ
り
得
ま
せ
ん
。
公

契
約
条
例
は
、持
続
的
な
「
ま
ち
づ
く
り
」

に
欠
か
す
こ
と
が
で
き
な
い
の
で
す
。

※
１
「
公
契
約
条
例
」
と
は
、
名
称
の
如
何
に
関

わ
ら
ず
「
条
例
に
賃
金
・
報
酬
下
限
額
等
の
定

め
の
あ
る
も
の
」
名
称
は
川
崎
市
は
「
川
崎
市

契
約
条
例
」
、
国
分
寺
市
は
「
国
分
寺
市
公
共
調

達
条
例
」
、
そ
の
他
は
「
公
契
約
条
例
」
。

※
２
「
公
契
約
基
本
条
例
」
と
は
、
「
公
契
約
の
理

念
や
あ
り
方
な
ど
を
定
め
た
も
の
」
。
名
称
は
山

形
県
、
江
戸
川
区
、
高
知
市
は
「
公
共
調
達
基

本
条
例
」
、
そ
の
他
は
「
公
契
約
基
本
条
例
」

※
３
　
他
に
男
女
共
同
参
画
や
障
害
者
雇
用
、
環

境
な
ど
の
「
社
会
的
価
値
」
の
実
現
を
め
ざ
す

自
治
体
も
あ
る
。

※
４  

先
行
す
る
７
自
治
体
の
成
立
の
経
過
に
つ
い

て
は
、「
公
契
約
条
例
の
到
達
点
と
今
後
の
課
題
」

（
勝
島
行
正
・
月
刊
自
治
総
研
２
０
１
３
年
１

月
）
、
足
立
区
と
直
方
市
の
条
例
制
定
の
背
景
等

に
つ
い
て
は
、
「
着
実
に
広
が
り
を
み
せ
て
い
る

公
契
約
条
例
制
定
の
動
き
」
（
勝
島
行
正
・
自
治

研
か
な
が
わ
月
報
２
０
１
３
年
12
月
号
）
参
照
。

※
５
　
足
立
区
の
職
員
数
は
、
１
９
８
２
年
度
５
，

８
５
３
人
が
２
０
１
３
年
度
３
，
４
３
８
人
（
削

減
数
２
，
４
１
５
）
。
内
訳
：
事
務
△
21
、
福
祉
・

社
会
教
育
等
＋
19
、
技
術
＋
83
、
保
健
師
・
保

険
監
視
等
△
４
，
保
育
士
△
３
６
３
、
技
能
労

務
職
△
２
，
０
９
９
、
そ
の
他
△
30
「
日
本
公

共
サ
ー
ビ
ス
研
究
会
中
間
報
告
書
」
（
足
立
区
・

２
０
１
３
年
６
月
）
。

※
６ 

「
こ
こ
ま
で
き
た
自
治
体
ア
ウ
ト
ソ
ー
シ
ン
グ

－

「
日
本
公
共
サ
ー
ビ
ス
研
究
会
」
の
現
状
と

課
題

－

」
（
「
地
方
財
務
」
２
０
１
３
年
12
月
号

／
ぎ
ょ
う
せ
い
）

※
７
　
一
般
職
員
、
任
期
付
職
員
、
再
任
用
職
員
、

派
遣
職
員
、
嘱
託
職
員
の
合
計

※
８
　
「
直
方
市
行
政
改
革
大
綱
、
直
方
市
行
政
改

革
実
施
計
画
の
総
括
」（
２
０
１
３
年
７
月
30
日
）

※
９
　
公
契
約
条
例
の
法
的
な
整
理
に
つ
い
て

は
、
「
公
契
約
を
媒
介
と
す
る
雇
用
と
労
働
条
件

の
規
整
」
古
川
景
一
・
季
刊
労
働
法
２
３
９
／

２
０
１
２
年
冬
号
参
照
。
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